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研究成果の概要（和文）：気候変動と共存する経済発展のあり方が問われている。本研究は、気候変動が経済や
環境に与える影響、特に気候災害に対して脆弱なグループに与える影響を検討することを通じて、政策形成に対
して有用な情報を提供することを目的とし、旱魃や洪水といった気候変動災害を取り上げ、これらによって強く
影響を受ける産業部門・地域・人口を明らかにするとともに、適応政策の有効性について経済学的な評価をおこ
なった。過去に発生した災害の短期的・長期的な効果に関するデータを収集・分析し、影響を軽減するために重
要な要素を明らかにすることで、包摂的な気候変動適応政策に関する有効な含意を導き出した。

研究成果の概要（英文）：This study aims to provide useful information for policy formulation by 
examining the effects of climate change on the economy and environment, especially on groups 
vulnerable to climate disasters. Focusing on climate change disasters such as floods, we explored 
the industrial sectors, regions, and populations that are strongly affected by these disasters, and 
examined the effectiveness of adaptation strategies. By collecting and analyzing data on the short- 
and long-term effects of past disasters and identifying key factors for mitigating impacts, we 
derived implications for inclusive climate change adaptation policies. 

研究分野：環境経済学

キーワード： 環境経済学　気候変動　適応

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では日本、中国、アメリカなど世界各国における地域的な気候災害の影響を検討するとともに、気候災害
が国際間の貿易パターンに与える影響も検討し、ローカルおよびグローバルな観点の双方から気候災害適応の重
要性について分析することができた。成果の一部は環境経済・政策学会奨励賞を受賞するなど様々な形で評価を
受けるとともに、社会的にも積極的に発信を行い政策的な貢献も行なった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
パリ協定や持続可能な開発目標（SDGs）の採択に示されているように、気候変動に適応しし
つつも、貧困緩和をはじめとするさまざまな普遍的価値を尊重する、多様性と包摂性のある社会
の実現が求められている。気候変動がもたらす影響が均等ではないことを踏まえ、脆弱なグルー
プにどのように過酷な影響が集中するのかを定量的に評価し、これを政策立案に組み込んでい
く必要がある。 

1987年の国連ブルントラント委員会による「持続可能可能な発展」の提起以降、これまで多
くの研究者が「環境を保全しながら、経済発展を実現することは可能か？」という課題を繰り返
し問うてきた。たとえば環境クズネッツ曲線仮説の研究は、一人当たり所得と環境汚染指標との
間に逆 U 字型の関係性があることを発見し、一国の経済発展にともなって環境の状態はいった
ん悪化するものの、ある閾値を超えるとやがて改善されていくことを示唆した。本研究の学術的
「問い」は、環境クズネッツ曲線の研究が答えようとする問いと関連があるが、二つの点で大き
く異なっている。それはまず、経済発展が環境にもたらす影響ではなく、環境問題が経済に与え
る不均質な影響を把握しようとしている。また、本研究の問いはマクロで見た経済発展ではなく、
ミクロで見た経済的分配に着目している。所得や富の分配面に着目し、脆弱性のあるグループを
考慮した気候変動適応政策について検討する。 
 
２．研究の目的 

 
本研究は、脆弱性を考慮した気候変動適応政策について経済学的に検討することを目的とし
ている。具体的には、自然災害が脆弱性のある部門における生産や貿易といった経済活動にもた
らす影響について検討するほか、自然災害への適応政策において脆弱なグループへの影響を組
み込んだ政策のデザインについて検討する。本研究の特徴は、以下の３点にまとめられる。 
  
１）脆弱性に焦点を当てる 環境クズネッツ曲線仮説に代表されるようにこれまでの研究の多
くが経済発展による環境汚染への影響に着目してきたのに対し、本研究では気候変動が経済に
与える影響とその軽減策を検討しようとしている。特に本研究では、気候変動の被害が集中する
グループに着目することで、脆弱性を組み込んだ気候変動適応政策の可能性を検討する点に学
術的な独創性がある。具体的には、旱魃や洪水によって経済活動のどの部門が特に強い影響を受
けるか、旱魃や洪水によって強く影響を受ける地域に居住することの社会的費用を軽減する政
策について検討する。これにより、気候変動適応政策による脆弱性の緩和効果を捉えることがで
き、包摂的な経済発展のあり方を明らかにすることが可能となる。 
 
２）因果推論を踏まえる 近年、教育政策、医療政策、開発政策など幅広い分野においてエビデ
ンスに基づく政策形成の重要性が指摘されている。エビデンスに基づく政策形成にあたって統
計的手法によるデータ分析は不可欠であり、厳密な因果推論がその基礎になければ政策の有効
性は信頼を失ってしまう。本研究では、気候災害が脆弱性を持つグループに与える影響を検討す
るにあたって、差分の差分法、合成コントロール法、マッチング法、操作変数法などの厳密な因
果推論に基づいた統計分析手法を取り入れる。本研究は特に、これら複数の手法を効果的に組み
合わせることによって、政策評価手法の改善をおこない、独自性の高い政策評価手法の提案につ
なげる。 
 
３）長期的評価を重視する 政策が持続的な効果を持つためには、短期的・一時的な視点ではな
く、長期的・継続的な視点からの評価が重要である。これは気候変動適応政策の評価にとっては
特に重要であり、政策の影響が持続的でなければ、長期にわたる気候変動に対して家計や地域が
着実な適応を実践することはできない。本研究では、過去に実施された適応政策の長期的な効果
に関するデータを収集・分析し、持続可能なプログラム設計において重要な要素を明らかにする
ことで、脆弱性を考慮した気候変動適応政策のデザインに実践的な含意を導き出す。 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は、日本・中国・世界を研究対象として、気候変動適応に関する経済学的分析をおこな
う。具体的には、以下の２つの研究テーマについて、詳細なミクロデータの収集と、それを用い
た統計的分析をおこなう。 
 
１）気候災害の経済的影響 
旱魃や水害といった気候災害が世界の貿易に与えている影響について、輸出入データを用いた



分析をおこなう。気候災害については 1900 年から現在までの 22,000 件に及ぶ災害に関する情
報を蓄積している EM-DAT データベースを用いる。本研究ではこれに、Notre Dame Global 
Adaptation Initiative が作成・公表している ND-GAIN Country Index を加えて、気候変動に対
して脆弱性のある地域との貿易パターンが災害によってどのような影響を受けるかについて検
討をおこなう。 
さらに、より詳細な地域的影響を検討するため、中国西部で発生した 2010 年の大旱魃によっ
て発電部門や製造業部門にどのような影響が発生したかを評価する。この地域は発電のエネル
ギー源を水力に大きく依存しており、旱魃による影響に対して脆弱性を有している。本研究では、
中国国家統計局が公表する発電部門および製造業部門における 97,000 件の企業パネルデータを
用いて、激しい気象災害にさまざまな企業がどのように対応したかを明らかにする。たとえば水
力による発電の低下は火力発電の増大によって代替される可能性があるが、これは気候災害が
二酸化炭素の排出増大につながることを意味する。脆弱な地域における局地的影響と経済的対
応を詳細に分析することによって、気候変動適応の経済的・環境的な帰結を検討することができ
る。 
 
２）適応政策の経済的評価 
日本は降雨が多く、急峻な土地に多数の人口が集中して居住しているため、洪水の被害が多発
している。本研究では日本において建設されてきた治水ダムの効果について、ヘドニック分析の
手法を用いて評価する。自然保護意識の高まりを受けてダムの建設計画が見直されるケースも
あるものの、治水ダムは今後の気候変動適応を進める上で重要な役割を果たすことが期待でき
る。本研究では、長期にわたる住宅取引データを構築し、治水ダムが建設されることによる浸水
リスクの変化を住宅価格の変化によって捉える。これによって、住宅市場において顕在化した
人々の浸水リスク低下に対する支払意思額を推定し、ダムの治水機能に対する経済学的評価を
試みる。ヘドニック分析を用いた非市場価値の評価は多数存在するが、本研究のようにダムの治
水機能に着目した評価をおこなった例はなく、世界初の試みとなる。 
 
４．研究成果 
 
１）旱魃が経済と環境に与える影響 
中国南西部において 2009 年から 2010 年にかけて発生した大規模な旱魃が地域の経済と二酸
化炭素排出量に与えた影響について分析を行った。特に本研究では、発電部門とエネルギー集約
的な部門における影響に着目した。中国南西部の経済は水力発電に大きく依存しており、旱魃に
よって発電揚水が不足する結果、火力発電への代替が起きている可能性がある。本研究では差分
の差分法を用いて 93,830 企業のパネルデータを分析し、こうしたメカニズムについて実証的に
検証した。災害の影響により多くの経済部門の生産が低下するものの、火力発電による代替の影
響は大きく、差し引きでは二酸化炭素排出量は増加していることが明らかになった。 
 
２）気候変動適応投資の経済評価 
気候変動災害の被害を抑制するインフラ整備の評価を行う研究に取り組んだ。ヘドニックア
プローチを用いて、福岡県那珂川水系に存在する五ケ山ダムが建設されたことによる住宅価格
の変化を分析した。2015 年から 2019 年に住宅市場において観察された分譲マンション物件のデ
ータを解析した結果として、五ケ山ダムの建設前後では住宅価格への影響はなかったものの、建
設後に発生した平成 30 年７月豪雨前後において住宅価格の上昇が確認された。このことは大規
模な災害イベントを通じてダムの防災価値が認識される可能性を示唆しており、防災投資の経
済評価における困難さの一端を明らかにした。さらに、マンションの１階、河川の付近、災害リ
スクの大きな地域でより高い価格プレミアムが観察されることを発見し、結果の確からしさを
さまざまな角度から検討した。 
 
３）ハリケーン被害の経済的評価 
気候変動適応策として公的な規制や民間の防災投資が果たす役割について焦点を当てた研究
を行った。具体的には、ハリケーンの被害をたびたび受けている米国フロリダ州において、住宅
の耐風設計に関わる規制強化が住宅価格の向上およびハリケーン被害の抑制に与える影響につ
いて検討した。2015 年から 2021 年にかけての住宅取引データを用いた分析に基づき、以下のこ
とが明らかになった。2009 年の規制強化以降に建てられた住宅は、それ以前に建てられた住宅
よりも 9.1％の価格プレミアムがあることが確認された。超大型のハリケーン・イルマが 2017
年 9 月に襲来して以降、このプレミアムはほぼ消失する。一方で、2009 年の規制強化はハリケ
ーンによって屋根の修理が必要となる可能性を 11%から 17.2%ほど低下させていることも明らか
になった。 
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